
第⚙版はしがき

『ケースブック不動産登記のための税務』（旧題『登記のための税務』）も版
を重ね、このたび第⚙版を発刊することになりました。
今回の改訂版は、「民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律」が令
和⚒年⚔月⚑日に完全施行され、「法務局における遺言書の保管等に関する
法律」が同年⚗月10日に施行されたことにより、新たに制度化された特別の
寄与、配偶者居住権、遺留分と遺留分侵害額請求等が今後実務に影響を及ぼ
すことが想定されるため、これから生じるであろう問題について多くのペー
ジを割いています。また、相続や贈与に関する事案は、昨今の司法書士業
務、税理士業務においては日常茶飯事のことであり、この相続法改正に加え
て相続・贈与に関係する問題も一層充実させて読者の利便を高めています。
一方、所有者不明土地の面積が九州に匹敵するとの研究発表から大きな社
会問題となり、現在、国土の管理のために国を挙げて進めている長期間にわ
たり相続登記がされていないことによる所有者不明土地解消のための「所有
者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」、放置された空き家の処
理するために制定された「空家等対策の推進に関する特別措置法」関連にお
いても今後の実務の中で対応を求められるとの観点から、これらから派生す
る税務上の問題も取り上げています。
さらに、第⚘版で新たに取り上げた、家族信託をはじめとする信託制度に
おける問題、成年後見人や遺言執行、不在者・相続財産管理人など、他人の
財産を管理することに関係する税務上の問題も引き続き喫緊の課題として存
在しており、これに関与する司法書士等に対して税務上の注意点にも触れて
います。
登記と税の問題は切っても切れない関係にあり、本書もこれまでと同様
に、質問、回答、税務上の考え方、税理士からの助言、実務の指針の基本的
な体裁は維持しつつ、実体法にかかわる司法書士と税務の専門家である税理
士がタッグを組んで、それぞれの視点からの考え方など、その英知を結集し
て依頼者の抱える問題を解決する道しるべとなるよう執筆、編集をしている
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つもりです。きっと、本書が登記の専門家である司法書士や税理士をはじめ
登記にかかわる専門家にとって座右の書となると確信をしています。
このたび第⚙版を発刊するにあたり、税務部分を、第⚘版からの執筆者で
ある伊藤栄治氏、尾関英彦氏と新たに加わっていただいた伊藤幹朗氏、新開
章氏の各税理士に担当していただき、また登記実務部分を、大原裕氏、庄村
一哉氏、藤村京子氏、三浦伸氏と新たに加わっていただいた中村幸世氏の各
司法書士に担当していただきました。各氏の協力がなければ短期間での本書
の出版は不可能であり、この場を借りて重ねて厚く御礼申し上げます。
最後に、第⚗版までの編集代表として大所高所から本書全般の指導をいた
だいた愛知県司法書士会名誉会員になられた大崎晴由氏、本書を引き続き世
に送り出すようハッパをかけ続けてくれた民事法研究会の田口信義社長、担
当者として執筆者に対して叱咤激励をし、編集作業に邁進してくれた編集部
の松下寿美子さんに心より感謝申し上げます。

2020（令和⚒）年⚘月吉日
編集代表 林 勝 博
同 丹 羽 一 幸
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は し が き

我が国に「租・庸・調」の税制が大化の改新（西暦645年）で制定されて
以来、「年貢」とよばれてきた租税制度と土地所有との関係は根深いものが
あります。明治時代の中期になって不動産登記制度が創設されてから現在ま
で登記所は税務情報センターとして、登記簿は徴税名簿としての役割を果た
してきた面を否定できません。
登記代理人である司法書士は、登記手続を通じて登録免許税の徴税代行者
としての役目を担ってきたこと、そして現に担っているわけですが、日々の
執務において、登記代理人としての自覚を持つのは当然のことですが、納税
代行者としての意識は希簿ではないかと自省しています。
個々の意識の有無はともかくとして、司法書士制度自体が登記手続を通し
て徴税行為を代行する職責があるといっても過言ではないと思います。それ
が証拠に各種の登記申請時に納税する巨額の登録免許税をみれば明らかで
しょう。
我が国の平成⚗年度の租税収入の総額は80兆5570億円（そのうち収入印紙
は⚑兆9410億円）でしたが、そのなかで各種の登記を受けるための登録免許
税はかなりの割合を占めているはずです。
ちなみに平成⚗年度の各種登記事件数は2404万600件であり、土地登記件
数は1529万3000件、建物のそれは540万4000件でした。
その主な内訳を種類別にみると次のとおりです。
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種 別 土地件数 建物件数

所有権保存 75,000件 1,008,000件
相続合併所有権移転 731,000件 94,000件
遺贈贈与所有権移転 343,000件 42,000件
売買所有権移転 1,848,000件 190,000件
その他の所有権移転 219,000件 20,000件
抵当権登記 1,717,000件 560,000件
根抵当権登記 538,000件 118,000件
処分制限登記 138,000件 33,000件



さらに商業法人登記の総件数は213万3339件であり、株式会社関係登記は
154万3644件、有限会社関係は58万1590件を占めています。
一方、平成⚗年度の相続税額は⚓兆5150億円（相続人数16万2626人、被相
続人数55729人）、贈与税は⚑兆4570億円（当事者数は⚕万2701名）であった
といいます（日本統計年鑑平成⚙年度版）。
これらの統計数値から読みとれることは、不動産（権利）登記の90％以上
と商業法人登記の50％以上の登記事件を受任しているといわれる司法書士
は、国家の徴税権の代行と登記を受ける国民の納税義務の代行の両面からそ
の役割を果たしているということではないでしょうか。確かに司法書士法に
はそれが職務であるという明文はないこと、登録免許税という限定的な徴税
事務にかかわり合っているにすぎないことを理由にして、税務・税制に関し
ては門外漢を自認して憚らないのでありますが、はたしてそういう姿勢をよ
しとしていいのだろうかという疑問を禁じえないのです。
もし、司法書士が納税者の立場を意識するなら、単に登記を受けるための
登録免許税にとどまらず、その登記をすることによって、税務上はどのよう
な効果をもたらし、登記名義を取得する者と失う者にはどういう納税義務が
課されるのかという法常識程度の税務知識を自ら具有すべく努力しなければ
ならないのではないだろうか。そういうタックスペイヤー（納税者）の視点
からの自問が契機となって本書を企画しました。
同じ疑問をいだく深見静弥、溝口英雄、山田とも子の⚓司法書士らととも
に、不断に執務現場で依頼者から受ける税務がらみの一般的な登記相談事例
の解決のために知己の税理士に助言指導を仰いで登記実務の指針としてきた
事例の中から、相談頻度の最も多いものを精選して、執務の現場で活用しや
すいように「設問」（司法書士）＋「回答」（税理士）＋「税務上の考え方」
（税理士)＋「税理士からの助言」（税理士)＋「実務の指針」（司法書士）と
いう構成のもとに本書を編集しました。もとより税の専門家でない司法書士
がまとめた「実務の指針」については、表現力の乏しさや言葉足らずによっ
て多少誤解を招くような記述や、税務問題の解説としては若干不正確な記述

はしがき

4

賃借権登記 46,000件 9,000件
地上権登記 10,000件



等もあるかもしれませんが、この点は税理士が担当した部分（「回答」「税務
上の考え方」「税理士からの助言」）によって補完していただければ幸甚で
す。
税務・税制に関する優れた類書が数多いなかで、司法書士が登記分野とい
う枠のなかで経験するテーマに絞りましたが、編頗さを覚悟のうえ登記実務
に携わる方々にとって多少でも登記に伴う税務知識の参考になれば望外の幸
せであります。
「登記＆税務研究会」のメンバーの一員として参加され、本書の上梓にい
たるまでさまざまな角度から専門的な税務知識と長年の豊富な実践経験をも
とに適切な助言指導と核心を衝いた解説をされた福壽一雄・丹羽靖和両税理
士のご尽力に感謝したい。
本書の執筆を進める中で、編集代表を担わされた司法書士側に気づかされ
た点の⚑つに税法用語と民法用語の相違がありました。たとえば、税法でい
う「土地の貸付」と司法書士が認識する「土地の賃貸」とは全く別の言葉で
あり、税法独特の表現方法が詳細に定められ、さらには膨大な税務通達が実
際の税務行政のガイドラインになっていることに認識をあらたにした次第で
す。
なお、福壽税理士から強く指摘されたところでありますが、司法書士が依
頼される登記事件の処理に関連して個別具体的な税務相談に応需することは
明らかな税理士法違反となるところから、厳に慎むべきはいうまでもないも
のの、法常識に属する知識の修得に努めて登記制度に寄せる国民の信頼に応
えるのもまた当然の責務であることを痛感する次第であります。
最後に、この研究会に参加されて、本書の上梓のため企画の段階から出版
にこぎつけるまで幾度となく東京・名古屋間を往復され、編集上の助言指導
をしていただいた民事法研究会の田口信義氏のご支援とご協力に深く謝意を
表したい。

1999年（平成11年）⚑月
「登記＆税務研究会」を代表して

大崎晴由
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第⚑章 売買、その他の有償行為と税務
Ⅰ 譲渡と税務

⚑ 短期・長期の譲渡所得はどのように計算するか

甲は青空駐車場として賃貸していた不動産を売却しましたが、譲渡所
得はどのように計算されるでしょうか。具体的には、20年前に1000万円
で購入したＡ土地を3000万円で、⚓年前に1200万円で購入したＢ土地
（Ａ土地の隣地で角地）を1500万円で、同時に一括で売買しました。譲渡
のためには仲介手数料等が102万円かかっています。

答
Ａ土地は、所有期間が20年であるため、分離課税の長期譲渡所得と
して計算することとなります。また、Ｂ土地は、所有期間が⚓年であ

るため、分離課税の短期譲渡所得として計算することとなります。

税務上
の

考え方

譲渡所得の計算には、所有していた年数が譲渡した日の属す
る⚑月⚑日において⚕年を超えていたかどうかにより長期譲渡
所得と短期譲渡所得に区分され、課税される税率もそれぞれ国

税15％および地方税⚕％と国税30％および地方税⚙％となり、異なります。
なお、必要経費の仲介手数料と印紙代は、売却代金に応じて按分することに
なります。

Ａ土地の譲渡所得は次のとおりとなります（措法31条）。
売却代金3000万円－（取得費1000万円＋必要経費68万円）＝1932万円
Ｂ土地の譲渡所得は次のとおりとなります（措法32条）。
売却代金1500万円－（取得費1200万円＋必要経費34万円）＝266万円

〔第⚑編〕 第⚑章 売買、その他の有償行為と税務（Ⅰ 譲渡と税務)
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税理士
からの
助 言

譲渡所得の計算につき、長期譲渡の場合に購入時の売買契約
書の行方がわからない場合が多くあります。取得費がわからな
い場合は、売却代金の⚕％（「概算取得価額」といいます）とな

ります。Ａ土地で計算してみると、譲渡所得は、売却代金3000万円－(取得
費3000万円×0.05＝150万円＋必要経費68万円）＝2782万円となり、税額は
約170万円の差異が出ることとなりますので、購入時の売買契約書の保管を
しっかりと行うことが重要になります。
また、平成21年および平成22年に取得した土地等で譲渡した土地等が長期
譲渡に該当する場合は、所得金額から1000万円を控除することができます
（措法35条の⚒）。

登記実務
の

指 針

前記〔税務上の考え方〕のとおり、不動産譲渡所得税の税
率が長期所有と短期所有との間におよそ⚒倍の差があること
は納税者である売主にとっては大きな関心事です。

その基礎となる「売買の日」とは、税務上は原則として「その資産を引き
渡した日」とされます。他方、民法上売買契約は意思自治の原則から、「売
買の日」を原則どおり「売買契約が成立した日」とすることもできれば、特
約を設けて代金決済の日とすることもできますし、物件引渡しの日とするこ
ともできますし、また、登記の日とすることもできます。この点は税務上の
取扱いと民法上の取扱いが異なりますので注意が必要です。
したがって、売買を登記原因とする登記の依頼を受ける際には、当事者に
売買の日付がいつになるのか事実関係を含め十分に聴き取って確認したう
え、その内容を正確に登記原因証明情報に明らかにして売買による登記をす
ることが肝要です。

短期・長期の譲渡所得はどのように計算するか（Ｑ⚑)
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⚒ 不動産の時価とは何か

依頼者から、不動産仲介業者を通さずに、当事者間で土地の売買をし
たいが、土地の価格をいくらに設定すればよいかと相談されました。こ
の場合、価格を設定するに際して、税務上留意すべき点は何でしょう
か。

答
売買を依頼された土地の近隣の実勢価格を調べたうえで、社会通念
上問題のない価格、すなわち一般的で通常の取引価額に基づいた価格

を設定し、当事者間での合意があれば問題はありません。

税務上
の

考え方

売買の当事者間の関係において、親族など特別の関係がなけ
れば、売主は少しでも高く、買主は少しでも安く土地の売買を
成立したいのは当然のことで、当事者間の取引に恣意的な要素

がない限り当事者間で合意が得られる価格で売買が成立する金額であれば問
題はありません。

税理士
からの
助 言

土地の評価には、公示価格、相続税評価額、固定資産税評価
額があります。一般的には、公示価格は時価の90％、相続税評
価額は時価の80％、固定資産税評価額は時価の70％といわれて

います。
あくまでも、参考として、売主からの依頼で土地の価格を設定する場合
は、まず相続税評価額で対象となる土地を評価し、評価した価格を下限とし
て、相続税評価額で評価した価格を80％で除した金額を上限とする価格で設
定したうえで、土地の価格を設定することが多いように思われます。
売買する土地が買主の所有していた土地の隣地である場合は、買主がその
土地を取得することで、買主が所有していた土地の経済的価値が上がるた
め、設定した取引価額より高い価格でも売買は成立します。

〔第⚑編〕 第⚑章 売買、その他の有償行為と税務（Ⅰ 譲渡と税務)
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登記実務
の

指 針

不動産の売買に立ち会うことが多い司法書士は、取引の対
象となる不動産の価格について当事者等から尋ねられること
があります。特に、不動産業者を介さない案件においては、

司法書士が回答することが適切か悩ましいことがあります。
このようなときは、一般的には、不動産業者などの不動産取引の専門家に
近傍の取引価額を尋ねるとか、場合に応じて査定書の作成を依頼する、ある
いは、公的機関から公表される公示価格、路線価、固定資産税評価額などを
参考にして価格を決めるよう助言することが多いと思われます。さらに、近
時の近隣の取引事例、生活関連施設の有無、交通の利便性や不動産の用益目
的は何か、都市計画法や建築基準法、自治体条例などによる規制の有無、需
給の事情等を鑑みて助言できればなおよいでしょう。なお、事案によって
は、不動産鑑定士による鑑定評価によって譲渡価額を決定することも選択肢
として紹介するとよいでしょう。

⚓ 不動産を他人に譲渡するときと、親族に譲渡する
ときの税額に差異はあるか

自ら所有している宅地を二男に譲渡したいが、贈与すると贈与税がか
かるので、贈与ではなく売買を原因として譲渡したいと相談を受けまし
た。また、親子間の売買なので可能な限り売買代金を低くしたいと考え
ているようですが、通常の他人間の売買契約における売買代金と比して
留意すべき点は何でしょうか。

答
この場合の売買は、売買代金によりますが、設問⚒とは異なり、親
族間の取引であり、かつ価格を意図的に低くしようとする要因がある

ため、低額譲渡として贈与税が課されることが考えられます。

不動産を他人に譲渡するときと、親族に譲渡するときの税額に差異はあるか（Ｑ⚓)
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税務上
の

考え方

著しく低い価額の対価で土地等を譲り受けた場合には、その
土地等の時価と支払った対価の額に相当する金額との差額に相
当する金額を、土地等を譲り受けた者から贈与により取得した

ものとみなされます（相法⚗条）。
相続税法⚗条に規定する「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場
合」にあたるかどうかは、個々の取引についての取引の事情、取引当事者間
の関係等を総合勘案し、判定することになります（平成元・⚓・29直評⚕直資
⚒－204）。
また、相続税法⚗条から⚙条までに規定する「著しく低い価額の対価」と
は、所得税法施行令169条に規定する「譲渡の時における価額の⚒分の⚑に
満たない金額」の判断とは異なります。

税理士
からの
助 言

著しく低い価額の対価で土地等を譲り受けた場合のその土地
等の対価は、相続税評価額ではなく通常の取引価格に相当する
金額、いわゆる時価をいいます（平成元・⚓・29直評⚕直資⚒－

204）。前記〔答〕でも述べたように、適正な通常の取引価格に相当する金額
である時価の金額設定は非常に困難な問題ですので、親族間の土地の売買は
なるべく避けたほうがよいと思われます。
また、譲渡所得の申告は、税務署に提出して、受け付けてもらったから安
心というものではなく、あくまでも申告書の提出を受理しただけであり、申
告の内容が適正であるという担保を得たわけではありません。
後日になって、突然税務署から低額譲渡の指摘を受け、時価との差額の贈
与税を支払うよりは、客観的な価額である相続税評価額で、かつ2500万円ま
での価格が非課税である相続時精算課税制度を活用して、贈与税の申告をす
ることをお勧めします。

登記実務
の

指 針

親族間で不動産取引をして登記する場合に留意すべきは、
譲渡契約の実体関係です。それらの事情を把握したうえで助
言をすることが司法書士に期待されます。

とりわけ親族間の取引の場合には、時価よりも低めの対価を設定すること
が多々あります。また、非親族間における取引でも市場価格を大きく下回る

〔第⚑編〕 第⚑章 売買、その他の有償行為と税務（Ⅰ 譲渡と税務)
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金額で契約をすることもみられます。
これらの場合に、前記〔答〕のとおり譲渡価額によっては、個人間の取引
では贈与税が課税されることがありますので、その対価が市場の諸事情を考
慮した時価を下回らないかどうかを注意するよう助言する必要となります。
なお、この時価をめぐる裁判例として、時価とは「客観的交換価値、すな
わち、課税時期において、それぞれの財産の現況に応じ、不特定多数の当事
者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額をいう」
とし、相続税評価額と同水準の価額かそれ以上の価額を売買価額として譲渡
が行われたときは、原則として「著しく低い価額」の対価による譲渡とは認
められないとしたものがあります（東京地判平成19・⚘・23判タ1264号184頁）。
したがって、一般的には、少なくとも路線価を下回る譲渡価額での売買
は、贈与税が課税されることがある旨を指摘する必要があるでしょう。

⚔ 相続税納付のため遺産を売却したときに税額はどうな
るか。また相続開始前に売却した場合はどうなるか

相続税を納付するために、せっかく相続した不動産を売却せざるを得
なくなった場合、売買による譲渡所得税を計算するうえでの特例はあり
ますか。その他、留意点も併せて教えてください。

答
相続税の課税の対象となった相続財産を、相続または遺贈（死因贈

与を含む）があった日の翌日から相続税の申告書の提出期限の翌日以
降⚓年を経過する日までに譲渡した場合には、相続税額のうち譲渡した財産
の部分に対応する金額を譲渡資産の取得費に加算して、その譲渡所得金額の
計算上控除することができます。

税務上
の

考え方

相続税と所得税の負担調整を図ることを目的として設けられ
た制度が、〔答〕で述べた取得費加算の「相続財産に係る譲渡
所得の課税の特例」という制度です（措法39条）。

相続税納付のため遺産を売却したときに税額はどうなるか。
また相続開始前に売却した場合はどうなるか（Ｑ⚔)
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